
１．春季生活闘争における中小企業の賃上げについて 

 

２．フリーランスをはじめとする「曖昧な雇用」で働く者の法的保護  

３．人材の流動化・副業・兼業企業数の拡大 

４．個人保証について 

５．事業再構築のための債務整理に関する法制度の検討 



 

６．非財務情報の開示 


